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1
．
P
R
E
戦
略
推
進
の
契
機
と
な
る「
公
共
施
設
等

総
合
管
理
計
画
」の
策
定

　

本
稿
で
は
、
前
稿
で
確
認
し
た
自
治
体
に
お
け
る

P
R
E
（
公
的
不
動
産
）
戦
略
の
取
り
組
み
状
況
お
よ
び

課
題
を
踏
ま
え
、
今
後
の
公
共
施
設
整
備
の
在
り
方
に
つ

い
て
考
え
て
い
き
た
い
。

　

前
稿
で
も
述
べ
た
通
り
、
各
自
治
体
に
お
い
て
は
、
厳

し
い
財
政
状
況
の
中
、
自
ら
の
判
断
で
経
営
資
源
の
適
切

な
選
択
と
集
中
を
行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
総
合

計
画
や
予
算
編
成
と
の
有
機
的
な
連
動
を
図
り
な
が
ら

P
R
E
戦
略
の
推
進
に
向
け
た
取
り
組
み
が
進
め
ら
れ
て

い
る
。

　

今
般
、
総
務
省
か
ら
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
の
策

定
要
請
が
出
さ
れ
、「
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
の
策

定
に
あ
た
っ
て
の
指
針
」
が
示
さ
れ
た
。
公
共
施
設
等
総

合
管
理
計
画
と
は
、
公
共
施
設
等
の
総
合
的
か
つ
計
画
的

な
管
理
を
推
進
す
る
た
め
の
計
画
で
あ
り
、
そ
こ
で
は
、

各
自
治
体
が
自
ら
の
公
共
施
設
等
の
全
体
の
状
況
を
把
握

し
た
上
で
長
期
的
な
視
点
を
持
っ
て
、
更
新
・
統
廃
合
・

長
寿
命
化
な
ど
を
計
画
的
に
行
う
こ
と
で
財
政
負
担
を
軽

減
す
る
と
と
も
に
、
施
設
の
最
適
配
置
を
実
現
す
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
弊
社
実
施
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結

果
に
よ
る
と
、
全
国
の
自
治
体
の
う
ち
、
既
に
計
画
策
定

を
終
え
て
い
る
団
体
が
1
％
強
、
策
定
中
の
団
体
が
約
2

割
、
策
定
準
備
中
の
団
体
が
7
割
強
と
な
っ
て
お
り
、
今

ま
さ
に
策
定
の
取
り
組
み
「
真
っ
た
だ
中
」
で
あ
る
と
言

え
る
（
図
表
1
）。

　

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
の
策
定
要
請
に
よ
り
、
各

自
治
体
に
お
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
難
航
し
て
い
た
全
庁
的

な
取
り
組
み
を
「
や
ら
ざ
る
を
得
な
い
状
況
」
に
置
か
れ

た
と
言
え
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
従
来
、
P
R
E
戦
略
推
進

が
進
ま
な
い
大
き
な
理
由
と
な
っ
て
い
た
、
取
り
組
み
初

期
の
全
庁
的
な
デ
ー
タ
集
約
、
現
況
整
理
と
い
っ
た
壁
が

突
破
さ
れ
、
戦
略
推
進
に
向
け
た
取
り
組
み
が
一
気
に
進

ん
で
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

2
．
P
R
E
戦
略
推
進
に
つ
な
が
る
計
画
作
り
を

　

全
国
的
に
本
格
的
に
な
り
つ
つ
あ
る
公
共
施
設
等
総
合

管
理
計
画
策
定
の
取
り
組
み
で
あ
る
が
、
そ
れ
を
P
R
E

戦
略
推
進
に
つ
な
が
る
計
画
と
す
る
こ
と
が
何
よ
り
重
要

で
あ
る
。
今
回
の
計
画
作
り
に
お
い
て
は
、
各
自
治
体
で

相
当
な
労
力
を
要
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
、
計
画
策
定
自

体
が
ゴ
ー
ル
と
な
っ
て
し
ま
う
こ
と
が
危
惧
さ
れ
る
。
総

務
省
の
計
画
策
定
指
針
を
な
ぞ
っ
て
い
け
ば
「
そ
れ
な
り

の
計
画
」
が
完
成
す
る
か
も
し
れ
な
い
が
、
そ
れ
が
真
に

実
行
性
が
あ
り
P
R
E
戦
略
推
進
に
寄
与
す
る
も
の
で

な
け
れ
ば
取
り
組
み
の
意
味
は
な
い
。
実
行
性
が
あ
り

P
R
E
戦
略
推
進
に
寄
与
す
る
計
画
と
す
る
た
め
に
は
、

以
下
の
4
点
が
ポ
イ
ン
ト
と
な
る
。

西
田
　
恵

株
式
会
社
日
本
総
合
研
究
所
　
総
合
研
究
部
門

社
会
・
産
業
デ
ザ
イ
ン
事
業
部

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー

に
し
だ
・
め
ぐ
み　
2
0
0
8
年
3
月
筑

波
大
大
学
院
シ
ス
テ
ム
情
報
工
学
研
究
科

社
会
シ
ス
テ
ム
工
学
専
攻（
都
市
計
画
）修

了
、同
年
4
月
日
本
総
合
研
究
所
入
社
。研

究
・
専
門
分
野
は
、
P
P
P
・
P
F
I
、都

市
開
発
・
地
域
振
興
、
P
R
E
の
活
用
戦

略
。主
に
P
P
P
・
P
F
I
ア
ド
バ
イ
ザ

リ
ー
業
務
、都
市
開
発
・
地
域
振
興
に
関

す
る
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
業
務（
特
に
都

市
の
M
I
C
E
戦
略
に
関
す
る
調
査
・
検

討
）を
手
掛
け
る
。

　

P
R
E
戦
略
の
実
現
に
向
け
た
公
共
施
設
整
備
の
在
り
方

木
曜
連
載

自
治
体
P
R
E
戦
略
で
都
市
を
救
う
②
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（
1
）具
体
的
な
目
標
値
の
設
定

　

ほ
と
ん
ど
の
団
体
に
お
い
て
、
持
続
的
な
行
財
政
運
営

の
実
現
の
た
め
に
は
、
公
共
施
設
の
総
量
削
減
が
必
須
と

な
っ
て
い
る
。
弊
社
実
施
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
よ
る
と
、

公
共
施
設
の
総
量
が
「
行
政
需
要
に
対
し
て
適
正
」
と
認

識
し
て
い
る
団
体
は
全
体
の
約
2
割
で
あ
っ
た
。
そ
し
て
、

4
割
弱
の
団
体
が
「
行
政
需
要
に
対
し
て
過
剰
」
と
認
識

し
て
お
り
、
そ
の
う
ち
「
総
量
削
減
を
検
討
中
」
と
回
答

し
た
団
体
は
約
6
割
（
総
量
削
減
を
実
施
中
ま
た
は
予
定

が
あ
る
と
回
答
し
た
団
体
を
含
め
る
と
9
割
強
）
に
及
ん

だ
（
図
表
2
）（
図
表
3
）。

　

今
般
、
策
定
要
請
の
あ
っ
た
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計

画
に
は
、
公
共
施
設
の
削
減
目
標
数
値
の
明
示
ま
で
が
必

ず
し
も
求
め
ら
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
計
画
策
定
に

当
た
り
「
実
際
に
数
値
設
定
は
行
わ
な
い
」
と
し
て
い
る

団
体
も
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
明
確
な
目
標
な
く
し
て

計
画
実
現
は
難
し
い
。
最
適
保
有
量
に
近
づ
け
る
べ
く
、

図表1　アンケート調査結果①：公共施設等総合管理計画の策定状況
（単一回答）

0％ 20％ 30％10％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

全体

都道府県

人口30万人以上の市

人口10万人未満の市町村

　150(21.2%)

　　　　　　　　24(57.1%)

　　　　　　　　25(52.1%)

　　18(34.6%)

　　　19(29.2%)

64(12.8%)

519(73.5%)

　　　　　　　　　16(38.1%)

　　　　　　　　　20(41.7%)

　　　　34(65.4%)

　　　　44(67.7%)

405(81.2%)

11(1.6%)

2(4.8%)

3(6.3%)

0(0.0%)

2(3.1%)

4(0.8%)

26(3.7%)

0(0.0%)

0(0.0%)

0(0.0%)

0(0.0%)

26(5.2%)

人口10万人以上30万人未満の市〔大都市圏〕
・東京都特別区

人口10万人以上30万人未満の市
（大都市圏以外）

策定済みである 策定中である 策定準備中である 策定予定はない

図表2　アンケート調査結果②：公的不動産総量に対する認識（単一回答）

0％ 20％ 30％10％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

全体

都道府県

人口30万人以上の市

人口10万人未満の市町村

人口10万人以上30万人未満の市〔大都市圏〕
・東京都特別区

人口10万人以上30万人未満の市
（大都市圏以外）

行政需要に対して不足している 行政需要に対して適正である 行政需要に対して過剰である 分からない

　　146(20.5%)

4(10.5%)

　13(14.3%)

　8(18.6%)

　11(16.7%)

　　117(23.1%)

　　　　　　261(36.7%)

7(18.4%)

　　　　　40(44.0%)

　　　　　16(37.2%)

　　　　　　　　34(51.5%)

　　　　　　　　178(35.2%)

　　　　　　278(39.1%)

27(71.1%)

　　　　　　35(38.5%)

　　　　　　19(44.2%)

　　　　　　　　20(30.3%)

　　　　　　194(38.3%)

26(3.7%)

0(0.0%)

3(3.3%)

0(0.0%)

1(1.5%)

17(3.4%)

図表3　アンケート調査結果③：公的不動産の総量削減計画（単一回答）
（上記②のアンケートで「行政需要に対して過剰である」と回答した団体に対して確認）

0％ 20％ 30％10％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

全体

都道府県

人口30万人以上の市

人口10万人未満の市町村

人口10万人以上30万人未満の市〔大都市圏〕
・東京都特別区

人口10万人以上30万人未満の市
（大都市圏以外）

総量削減を実施済みである
予定はなく、検討もしていない
総量削減を実施中である 総量削減の予定がある

総量削減を検討中である

　49(18.8%)

　　　　　　　　　　　5(71.4%)

　5(20.8%)

　　　5(27.8%)

4(11.8%)

  30(16.9%)

152(58.2%)

　　　　　　　　　2(28.6%)

　　　　　　　9(37.5%)

　　　9(50.0%)

20(58.8%)

112(62.9%)

  44(16.9%)

                 10(41.7%)

            3(16.7%)

8(23.5%)

23(12.9%)

1(0.4%)

0(0.0%)

0(0.0%)

0(0.0%)

0(0.0%)

1(0.6%)

0(0.0%)

15(5.7%)

0(0.0%)

0(0.0%)

1(5.6%)

2(5.9%)

12(6.7%)
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具
体
的
な
数
値
設
定
が
求
め
ら
れ
る
。

（
2
）ま
ち
づ
く
り
計
画
と
の
連
動

　

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
は
、
全
庁
的
な
ま
ち
づ
く

り
の
ビ
ジ
ョ
ン
に
応
じ
た
内
容
と
す
る
必
要
が
あ
る
。
例

え
ば
、
施
設
の
集
約
に
当
た
っ
て
は
、
優
先
的
に
人
口
誘

導
を
図
る
地
区
と
い
う
も
の
が
先
に
位
置
付
け
ら
れ
て
い

る
べ
き
で
あ
る
。

　

ま
た
、
将
来
的
な
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
に
重
点
的
に
取

り
組
ん
で
い
く
分
野
の
政
策
実
現
の
た
め
に
、
ど
の
種
類

の
施
設
が
ど
の
程
度
必
要
な
の
か
、
優
先
度
を
ど
う
付
け

て
い
く
か
、
と
い
う
こ
と
も
整
理
し
た
上
で
、
計
画
の
内

容
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

（
3
）明
確
な
取
り
組
み
優
先
度
の
設
定

　

各
団
体
に
お
い
て
、
施
設
保
有
量
を
最
適
量
ま
で
削
減

す
る
に
当
た
っ
て
は
、
検
討
す
べ
き
事
項
、
取
り
組
む
べ

き
課
題
が
極
め
て
多
い
も
の
と
想
定
さ
れ
る
。
そ
こ
で
は
、

施
設
の
老
朽
化
度
合
い
の
ほ
か
、
施
設
数
や
延
べ
床
総
量
、

稼
働
率
、
民
間
へ
の
代
替
可
能
性
等
の
多
様
な
視
点
か
ら
、

取
り
組
み
の
優
先
度
を
明
確
化
し
て
お
く
こ
と
が
、
事
業

推
進
に
当
た
り
不
可
欠
と
な
る
。

　

ま
た
、
財
源
確
保
と
い
う
観
点
か
ら
は
、
後
述
の
国
の

支
援
措
置
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
取
り
組
み
を
優
先
的

に
進
め
て
い
く
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

（
4
）計
画
実
現
に
向
け
て
の
具
体
的
な

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
設
定

　

（
3
）
の
優
先
度
の
設
定
後
は
、
優
先
順
位
に
応
じ
て

そ
れ
ら
を
「
い
つ
ま
で
に
や
る
か
」
を
明
確
に
し
な
く
て

は
な
ら
な
い
。
計
画
の
策
定
予
定
時
点
か
ら
す
ぐ
に
実
行

に
移
し
て
い
く
こ
と
が
で
き
る
よ
う
な
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を

設
定
し
て
お
く
こ
と
が
望
ま
れ
る
。
ま
た
、
国
の
支
援
措

置
を
は
じ
め
と
す
る
各
種
制
度
を
活
用
す
る
た
め
に
必
要

な
手
続
き
や
、
他
の
関
連
計
画
と
の
連
動
も
踏
ま
え
た
も

の
と
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

3
．
P
R
E
戦
略
の
実
現
に
向
け
た
今
後
の
公
共
施
設

整
備
の
推
進
に
当
た
っ
て

　

上
記
の
四
つ
の
ポ
イ
ン
ト
を
押
さ
え
た
計
画
の
策
定
を

前
提
に
、
各
自
治
体
に
お
け
る
P
R
E
戦
略
の
実
現
に
向

け
た
今
後
の
公
共
施
設
整
備
の
推
進
に
向
け
て
、
下
記
3

点
を
提
言
し
た
い
。

（
1
）多
機
能
化
を
原
則
と
し
た
施
設
再
編
を

　

各
自
治
体
に
お
い
て
は
、
限
ら
れ
た
予
算
の
中
で
、
全

体
総
量
を
削
減
の
方
向
に
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
し
な
が
ら
、
効

率
的
に
改
修
・
整
備
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
が
、
そ

こ
で
は
「
多
機
能
化
」
と
い
う
視
点
が
必
須
と
な
る
。
既

存
の
個
々
の
施
設
に
つ
い
て
、
建
物
情
報
の
ほ
か
利
用
者

層
や
管
理
状
況
等
に
つ
い
て
多
角
的
に
把
握
し
、
保
有
施

設
全
体
を
俯ふ

か
ん瞰

し
た
上
で
の
検
討
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

　

多
機
能
化
の
必
要
性
に
つ
い
て
は
、
す
で
に
広
く
認
識

さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
既
存
の
情
報
整
理
を
行

う
段
階
で
時
間
を
要
し
て
し
ま
い
、
具
体
的
に
取
り
組
み

を
進
め
る
に
は
至
っ
て
い
な
い
の
が
現
状
で
あ
る
。
こ
れ

ま
で
各
現
場
に
お
い
て
は
、
デ
ー
タ
収
集
に
疲
れ
て
し
ま

う
と
い
う
状
況
が
よ
く
見
受
け
ら
れ
た
。

　

今
回
の
タ
イ
ミ
ン
グ
は
、
公
共
施
設
の
多
機
能
化
に
つ

い
て
本
格
的
に
検
討
す
べ
き
良
い
機
会
と
言
え
る
。
逆
に
、

こ
の
機
会
を
逸
し
て
し
ま
う
と
、
公
共
施
設
等
総
合
管
理

計
画
と
個
別
の
事
業
計
画
が
か
み
合
わ
な
い
状
況
に
な
り

か
ね
な
い
。
各
現
場
に
お
い
て
は
、「
今
検
討
せ
ず
に
い

つ
検
討
す
る
の
か
」
よ
く
よ
く
考
え
る
必
要
が
あ
る
だ
ろ

う
。

　

施
設
の
総
量
削
減
に
当
た
っ
て
の
多
機
能
化
の
考
え
方

と
し
て
は
、
改
修
・
整
備
が
急
務
と
な
っ
て
い
る
も
の
を

コ
ア
機
能
と
し
、
そ
の
他
の
サ
ブ
機
能
を
極
力
吸
収
し
て

い
く
こ
と
で
、
全
体
的
な
更
新
需
要
に
応
じ
て
い
く
と
い

う
も
の
が
妥
当
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

コ
ア
機
能
と
し
て
具
体
的
に
想
定
さ
れ
る
の
は
、
学
校

と
庁
舎
で
あ
る
。
こ
れ
ら
は
、
弊
社
実
施
の
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
結
果
か
ら
、
改
修
・
整
備
が
急
務
と
な
っ
て
い
る
施

設
と
し
て
確
認
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
継
続
的
な
事
業

展
開
が
期
待
さ
れ
る
団
体
に
お
い
て
は
、
需
要
の
大
き
い

そ
れ
ら
の
機
能
を
コ
ア
と
し
た
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
を
つ
く
る

こ
と
も
以
降
の
展
開
に
有
効
で
あ
る
（
図
表
4
）。

（
2
）国
の
支
援
策
の
積
極
的
な
活
用
を

　

総
務
省
は
、
本
年
1
月
14
日
に
施
設
の
集
約
・
複
合
化

に
対
す
る
財
政
支
援
策
を
公
表
し
た
。
2
0
1
5
年
度
の

地
方
財
政
計
画
に
「
公
共
施
設
等
最
適
化
事
業
費
（
仮
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称
）」
を
創
設
し
、
1
0
0
0
億
円
（
集
約
・
複
合
化
で

4
5
0
億
円
、
転
用
事
業
で
1
0
0
億
円
、
除
却
事
業
で

4
5
0
億
円
）
を
計
上
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
に
基
づ
い
て
実
施
さ
れ
る

既
存
公
共
施
設
の
集
約
化
・
複
合
化
事
業
で
あ
り
、
全
体

と
し
て
床
面
積
が
減
少
す
る
も
の
（
庁
舎
や
公
営
住
宅
、

公
営
企
業
関
連
施
設
は
対
象

外
）
に
つ
い
て
、
地
方
負
担

分
の
90
％
を
地
方
債
（
公
共

施
設
最
適
化
事
業
債
〈
仮

称
〉）
を
発
行
し
て
調
達
で

き
る
よ
う
に
す
る
も
の
で
あ

り
、
結
果
と
し
て
、
地
方
負

担
分
の
45
％
を
交
付
税
で
賄

え
る
こ
と
に
な
る
。

　

各
地
方
公
共
団
体
に
お
い

て
は
、
本
支
援
措
置
を
積
極

的
に
活
用
し
て
い
く
こ
と
で
、

計
画
実
現
に
向
け
た
取
り
組

み
を
ス
タ
ー
ト
さ
せ
て
い
く

こ
と
が
望
ま
れ
る
。
な
お
、

本
措
置
は
17
年
度
ま
で
の
時

限
措
置
で
あ
る
た
め
、
計
画

策
定
も
早
期
に
完
了
さ
せ
る

こ
と
が
得
策
で
あ
る
。

　

ま
た
、
文
部
科
学
省
で
は
、

14
年
度
、
学
校
施
設
へ
の
公

共
施
設
の
集
約
化
に
つ
い
て

検
討
を
進
め
て
お
り
、
間
も
な
く
そ
の
方
針
が
公
表
さ
れ

る
予
定
で
あ
る
。
学
校
施
設
を
含
め
た
施
設
集
約
に
当
た

り
、
そ
の
内
容
も
注
目
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

（
3
）
P
P
P
ス
キ
ー
ム
の
導
入
を

　

多
機
能
型
施
設
の
整
備
・
運
営
に
当
た
っ
て
は
、
複
数

機
能
の
管
理
方
針
・
計
画
等
を
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
す
る
ノ
ウ

ハ
ウ
が
必
要
と
な
る
。
事
業
化
に
当
た
っ
て
は
、
民
間
事

業
者
を
含
め
た
幅
広
い
主
体
か
ら
そ
の
活
力
や
ノ
ウ
ハ

ウ
を
最
大
限
に
反
映
さ
せ
る
べ
く
、
P
P
P
（Public

─

Private Partnership

＝
官
民
パ
ー
ト
ー
シ
ッ
プ
）
手

法
を
採
用
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
中
で
も
、
P
F
I

（Private Finance Initiative

＝
民
間
資
金
活
用
に
よ

る
社
会
資
本
整
備
）
の
手
法
が
有
効
で
あ
る
。

　

施
設
の
「
多
機
能
化
」
と
い
う
視
点
で
は
、
単
独
機
能

施
設
と
比
較
し
て
、
効
率
的
な
運
用
を
考
え
た
施
設
の
設

計
、
整
備
が
必
須
で
あ
る
。
各
分
野
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
有
す

る
複
数
の
企
業
か
ら
成
る
グ
ル
ー
プ
で
あ
る
事
業
者
が
、

公
共
施
設
の
設
計
、
整
備
か
ら
維
持
管
理
、
運
営
ま
で
を

一
体
的
に
行
う
手
法
で
あ
る
P
F
I
は
ま
さ
に
そ
の
手
法

と
し
て
最
適
と
言
え
る
。

　

P
P
P
と
い
う
広
い
観
点
で
は
、
民
間
主
導
の
事
業
の

中
で
公
的
に
必
要
な
機
能
の
導
入
を
図
っ
て
い
く
と
い
う

こ
と
も
重
要
で
あ
り
、
そ
う
し
た
取
り
組
み
も
積
極
的
に

進
め
て
い
く
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

　

各
自
治
体
に
お
い
て
、
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
の

策
定
を
機
に
、
施
設
総
量
の
削
減
、
統
廃
合
等
が
進
め

ら
れ
て
い
く
中
、
公
的
な
機
能
を
有
す
る
施
設
の
う
ち
、

「
公
共
施
設
」
と
し
て
あ
え
て
位
置
付
け
ら
れ
る
施
設
に

つ
い
て
は
、
明
確
な
意
義
の
下
、
行
政
施
策
の
実
現
に
資

す
る
も
の
と
し
て
存
在
す
べ
き
も
の
で
あ
る
こ
と
を
忘
れ

て
は
な
ら
な
い
。
そ
れ
ら
は
、
民
間
の
力
を
積
極
的
に
活

用
し
つ
つ
も
、「
行
政
主
導
」
の
事
業
と
し
て
進
め
て
い

く
べ
き
で
あ
る
。

図表4　　アンケート調査結果④：施設種類別改修ニーズ
（1.0～4.0のポイント回答）
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0.0

（各施設の平均ポイント比較）

衛
生
施
設

（
ご
み
焼
却
施
設
、
火
葬
場
な
ど
）

病
院
施
設

産
業
関
連
施
設　

そ
の
他

（
貸
し
オ
フ
ィ
ス
な
ど
）

産
業
関
連
施
設　

物
産
セ
ン
タ
ー

産
業
関
連
施
設　

創
業
支
援
施
設

公
園

子
育
て
支
援
施
設

観
光
関
連
施
設　

そ
の
他

（
宿
泊
施
設
、
飲
食
施
設
な
ど
）

観
光
関
連
施
設　

観
光
案
内
セ
ン
タ
ー
、

　

地
域
情
報
発
信
施
設
な
ど

集
客
施
設　

そ
の
他

（
テ
ー
マ
パ
ー
ク
、
温
浴
施
設
な
ど
）

集
客
施
設　

多
目
的
ス
タ
ジ
ア
ム

集
客
施
設　

体
育
館
（
客
席
あ
り
）

集
客
施
設　

会
議
場
、
展
示
場

社
会
教
育
施
設　

そ
の
他

（
生
涯
学
習
施
設
な
ど
）

社
会
教
育
施
設　

美
術
館
、
博
物
館

社
会
教
育
施
設　

図
書
館

公
営
住
宅

学
校
施
設
（
小
中
学
校
、
高
等
学
校
、

　

大
学
、
そ
の
他
教
育
機
関
施
設
）

行
政
関
連
施
設
（
庁
舎
、
事
務
所
な
ど
）

体
育
施
設
（
体
育
館
〈
客
席
な
し
〉
、

　

武
道
館
、
プ
ー
ル
な
ど
）

文
化
交
流
施
設　

中
小
規
模
施
設

（
公
民
館
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
セ
ン
タ
ー
な
ど
）

文
化
交
流
施
設　

大
規
模
施
設

（
文
化
ホ
ー
ル
、
各
種
会
館
な
ど
）

福
祉
関
連
施
設


